
東京電力福島第一原子力発電所事故に係る放射線・放射性物質 

対策等に関する要望 

 

３月１１日に発生した東日本大震災における東京電力福島第一原子力発

電所の事故については、未だ事故自体が終息に至っておらず、すでに放出

されてしまった大量の放射性物質に対して、住民の安心安全を確保するた

めに、どのように対処していくのか、また大きな影響を受けた農林水産業、

観光業等をどう立て直していくのかということが、首都圏でも深刻な問題

となっている。 

今回の東京電力福島第一原子力発電所の事故については、国策として原

子力政策を展開している中で発生したものであり、その対処方針は国が責

任を持つべきものであるが、事故から半年以上が経過する現在に至っても

国は明確な方向性を示していない。既に放射性物質が広範囲に拡散してい

る状況において、地方自治体では、空間放射線量測定、食材の放射能濃度

測定等の住民の不安払拭のための対応を進めるとともに、ごみ処理施設及

び上・下水道施設において発生する焼却灰・汚泥等の処分や、学校や公園

等における除染、出荷停止された農産物の廃棄などの問題に対し、緊急避

難的な措置を講じ、住民の安心安全を確保するために全力を挙げていると

ころである。更には、事業者や地域住民等においても、専門的な知識を必

要とする放射性物質のリスクに関する正確な情報や明確な安全対策が示さ

れない中で、安心安全を確保するため、除染などの努力を続けているとこ

ろである。 

しかし、放射性物質は、一時的に除染や廃棄などを行っても消滅するも

のではなく、単に放射性物質が集積または移動するだけであり、根本的な

解決につながるものではない。こうした状況が長引くことで、特に放射線

への感受性が強いとされる子どもたちをはじめ、住民の健康被害が生じる

可能性が否定できず、また、農林水産業、観光業等においても、引き続き

大きな影響を受けることが懸念される。 
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ついてはこのような状況を踏まえ、下記の事項について、早急に国にお

いて特段の措置を講じられるよう強く要望する。 

記 

○ 現在の状況は、国策として展開した原子力発電所から広範囲に拡散した

放射性物質が原因であり、焼却灰、汚泥、土壌、農産物などに混入した

放射性物質を住民の生活空間から除去し、回収し、保管するという一連

の対応について、政府の責任において具体的な方針を定め、緊急避難的

な措置を迫られている都道府県及び市町村、また事業者や地域住民等に

対し、実現性のある手法を早急に示すこと。 

 

○被災地の復興支援のためのがれきの処理については、国が責任をもって

基準を定め、明確に説明すること。 

 

○さらに、以下の具体的な項目についても、早急に特段の措置を講ずるこ

と。 

１ 地域的又は局所的高線量対策（ホットスポット等） 

２ ストロンチウム等放射性物質のモニタリングの強化と評価体制の構築 

３ 健康影響評価を踏まえた食品に関する規制値の早期明確化 

４ 学校・保育所給食食材を含む流通食品の安全確保に向けた対策 

５ 下水汚泥・ごみ処理施設において発生する焼却灰・浄水発生土・樹木

等廃棄物・除染後の土砂等の安全な処理方策等 

６ 放射線に関する現状分析結果の速やかな情報発信と研究の促進 

７ 低線量被ばくの長期的な子どもの影響に関する調査等の実施 

８ 自治体による広報・普及啓発・リスクコミュニケーションの支援 

９ 上記を含む対策費用及び放射線量・放射能測定・清掃除去・廃棄物管

理処分等に要する費用は国が責任を持って対応すること 
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